
東京都民間一時滞在施設 
災害時拠点強靭化緊急促進事業について 

補助を受けられる条件 

１．大規模災害発生時において、100人以上の帰宅困難者を 
  受け入れることに関して、所在の区市と協定を締結すること 
 

２．特別区の区域内の主要駅（1日の乗降客数が概ね20万人）周辺又は 
  八王子市の中心駅周辺の区域内において整備されるものであること   
  ※周辺＝駅から概ね半径１㎞範囲内 
 

３．耐震性を有すること 
 

４．自家用分（通常時に施設を利用する人の分）と帰宅困難者分の 
  食料、水等を３日分備蓄可能な備蓄倉庫を備えること 
 

補助率 

自家用分に係る施設、 
設備の整備費用 

帰宅困難者受け入れるために
付加的に必要な整備費用 

補助対象 

帰宅困難者を受け入れるために付加的に必要となる、以下の事業とする。 

 受入スペースの整備 

 帰宅困難者用の備蓄を保管する備蓄倉庫の整備 

 受入関連施設の整備 

   ⇒ 発電設備、蓄電池、貯水槽、防災井戸、 

     マンホールトイレ、照明設備、非常用通信設備（Wi-Fi  等）  

     非常用情報提供設備（デジタルサイネージ 等） 
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国等の既存支援制度を活用 

負担割合は各支援制度による 

非常用情報提供設備 

防災井戸 

貯水槽 

首都直下型地震等、大規模災害発生時に大量に発生する帰宅困難者を 
受け入れる民間一時滞在施設のハード整備を対象とした補助金です。 

補助対象者 

帰宅困難者を受け入れる一時滞在施設を管理運営する民間事業者 

補助対象 



 

【問合せ先】 

東京都 総務局 総合防災部 防災管理課 帰宅困難者対策担当 

TEL:03-5388-2485 

http://www.bousai.metro.tokyo.jp/kitaku_portal/1000046/1002497.html 

 

１．再開発オフィスビル等（新築）が主に対象となります。 
 
  ※ 既設の施設（既に各区市と帰宅困難者の受け入れに関する協定を締結済みの施設） 
   の増改築等についても、帰宅困難者の受入人数の増加を伴う場合には対象となる可能 
   性がございます。   
 
２．着工（施工業者との契約締結）前までに交付決定を受理する必要があります。 
 
３．平成31年3月31日までに着手する事業（設計開始）が補助対象となります。  
 
４．補助金額は、原則災害時のために付加的に整備する部分の費用を、通常在館者人数と帰 
 宅困難者受入人数の人数比で按分して算出します。 

～本補助制度をご活用いただき、帰宅困難者の受入れにご協力をお願いします！！～ 

～災害時に行き場のない帰宅困難者を受け入れる一時滞在施設 
の数がまだまだ不足しています！ ～ 
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補助金の活用をお考えの方はお気軽にお問合せください！！ 

留意事項 

申請手順 


